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「国民生活基礎調査」について

（目的）
・ 保健、医療、福祉、年金、所得等に関する実態を世帯から総合的に
把握し、厚生労働省の所掌事務に関する政策の企画及び立案に必要
な基礎資料を得る
・ 各種世帯調査の客体を抽出するための親標本を設定する
（周期）

大規模調査：昭和６１年を初年とし、以降３年ごとに都道府県・指定
都市別推計が可能な調査を実施
簡易な調査：大規模調査の中間の２か年は、世帯及び世帯員の基

本的事項及び所得の状況を把握
（調査期日）
平成２２年度は大規模調査の実施年
世帯票・健康票・介護票 ………  平成２２年６月 実施
所得票・貯蓄票 …………………  同 ７月 実施



平成２２年度統計情報部歳出予算案の
概要について

１．予算概要

平成２１年度

予 算 額

平成２２年度

予 算 額

対前年度比

統計情報部

一般会計

労働保険特別会計

(参考）

統計調査関係経費

情報化関係経費

７，４５３，６０８

６，２６９，０５７

１，１８４，５５１

４，０７５，２０３

３，３５７，９５７

７，９２３，１１０

６，６０１，１１４

１，３２１，９９６

４，３０８，２６０

３，５９８，９４９

４６９，５０２（ ６．３％）

３３２，０５５（ ５．３％）

１３７，４４５（ １１．６％）

２３３，０５７（ ５．７％）

２４０，９９２（ ７．２％）

２．主な事業内容
○ 統計調査関係経費（厚生関係）

（１）国民生活基礎調査大規模年の実施

（２）21世紀成年者縦断調査及び中高年縦断調査について郵送調査に変更



政府統計の総合窓口（e-Stat）からの統
計表データの提供

平成２０年７月以降は、政府統計の総合窓口（e-Stat）から提供

これまでは、厚生労働省のデータベースから提供

■厚生労働省ホームページ（分野別一覧）：

http://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/index.html

■政府統計の総合窓口（e-Stat）：

http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do

例）厚生労働省ホームページにおける各統計調査のページ

○○統計調査

○○統計調査

○○統計調査

○○統計調査

○○統計調査

○○統計調査

○○統計調査

○○統計調査

○○統計調査

用語の解説

第１表

第２表

第３表

第５表

第６表

第７表

第８表

平成○○年○○統計調査

これまで各府省のデータベースから提供していた統計表を、「政府統計の総合窓口（e-Stat）」からの提
供に一元化。厚生労働省ホームページの各調査のページからは、e-Statへのリンクを掲載。

http://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/index.html�
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do�
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do�
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do�


政府統計共同利用システムを利用した
オンライン調査について
調査対象者の負担軽減や利便性の向上、都道府県や市区町村等の統計調査等業務の効率化を図るために、
調査対象者がインターネット回線を経由して、自宅や職場のパソコンから電子調査票に回答するために整備。

厚生労働省では、病院報告、薬事工業生産動態統計調査などで順次導入予定。



「人口動態調査」について

（調査の概要）

毎月、出生、死亡、死産、婚姻及び離婚について、全数を把
握。

総務省が実施している国勢調査実施年度には、人口動態事
象の職業（死亡については産業も含む）について把握。

（オンライン報告の導入状況）
平成15年１月分から、「人口動態調査オンライン報告システ

ム」が稼働しており、16年２月分からは市区町村においても利
用が可能。
平成2１年12月末現在の導入状況は次のとおり。

① 都道府県 ４７
② 保健所 ４１４
③ 市区町村 １，２８８



「医師・歯科医師・薬剤師調査」について

（目的）
この調査は、医師、歯科医師及び薬剤師につ

いて、性、年齢、業務の種別、従事場所及び診療
科名（薬剤師を除く。）等による分布を明らかにし、
厚生労働行政の基礎資料を得ることを目的とする。

（周期） ２年周期

(調査期日)
平成２２年は調査実施年であり、12月31日現在

の状況について届出を行う。



病院報告のオンラインによる提出について

現行の厚生労働省行政総合情報システム

(ＷＩＳＨ)が平成２２年度に廃止され、「政府

統計共同利用システム」を利用した調査票
の提出が可能になります。

事務の負担軽減や効率化を図られるもの

ですので、積極的な推進にご協力いただけ
ますよう、よろしくお願い申し上げます。



「社会福祉施設等調査」について

（目的）全国の社会福祉施設等の数、定員、在所者、
従事者の状況等を把握し、社会福祉行政推進のた
めの基礎資料を得ることを目的とした調査

（周期）３年周期で行う精密調査とその中間年の簡易
調査で構成されている。平成２２年度は簡易調査の
実施年に当たる。

（調査期日）毎年１０月１日現在



「介護サービス施設・事業所調査」について

（目的）全国の介護サービスの提供体制、提供内容
等を把握することにより、介護サービスの提供面
に着目した基盤整備に関する基礎資料を得ること
を目的とした調査

平成22年度は、介護保険施設及び居宅サービス
事業所等に関する基本的な事項のほかに、サー
ビス利用者の実態を把握することとしている。

（調査期日）毎年１０月１日現在



「社会福祉施設等調査」及び「介護サービス施
設・事業所調査」について

＜公共サービス改革法による民間委託＞

・ 平成２２年度は、調査客体名簿の更新、１０

月１日までの新設施設・事業所の把握及び
調査客体名簿の提供を地方公共団体に協
力依頼予定。



「２１世紀成年者縦断調査(国民の生活
に関する継続調査） 」について

（調査対象）平成１４年１０月末現在で２０～３４歳で
あった男女及びその配偶者

（目的）調査対象となった男女の結婚、出産、就業等
の実態及び意識の経年変化の状況を継続的に観
察することにより、少子化対策等厚生労働行政施策
の企画立案、実施等のための基礎資料を得ること
を目的とした調査

（調査時期）平成１４年から毎年１１月第１水曜に実施。
平成２２年度は第９回の調査を実施することとして
いる。



「中高年者縦断調査（中高年者の生活に
関する継続調査）」について

（調査対象）平成１７年１０月末現在で５０歳～５９歳の男女

（目的）調査対象者を追跡して、その健康・就業・社会活動に
ついて、意識面・事実面の変化の過程を継続的に調査し、
高齢者対策等厚生労働行政施策の企画、実施のための
基礎資料を得ることを目的とした調査

（調査期日）平成１７年から毎年１１月第１水曜に実施。

平成２２年度は１１月に第６回の調査を実施することとし
ている。

＜留意事項＞

２１世紀成年者縦断調査及び中高年者縦断調査

・平成２２年度より調査方法は、統計情報部から対象者へ調
査票を直接郵送し、 対象者から直接郵送によって回収
する方法に変更する。



「２１世紀出生児縦断調査」について

（調査対象）２１世紀の初年（２００１年）に出生した子

（目的）調査対象者の実態及び経年変化の状況を継続的に観察
することにより、少子化対策等厚生労働施策の企画立案、実施
のための基礎資料を得ることを目的とした調査

（調査期日）平成１３年から毎年実施。

（１月出生児：１月１８日、７月出生児：７月１８日）

平成２２年度は平成２２年７月に第９回の調査を、平成２３年
１月に第１０回の調査を実施することとしている。調査方法は、
統計情報部から対象となる世帯へ調査票を直接郵送し、世帯
から直接郵送によって回収する方法で実施している。

＜留意事項＞
平成２２年度から、平成２２年５月に出生した子を対象とした、
新たな出生児縦断調査を実施予定。
調査対象者数は約４２，０００人、調査期日は平成２２年１２月
初旬を予定。



担当者一覧 Ｎｏ１

大臣官房統計情報部

「国民生活基礎調査について」

責任者：（室長）上田 響 担当者：（室長補佐） 鈴木 知子、（室長補佐）鐘ヶ江 葉子

連絡先：社会統計課国民生活基礎調査室 企画開発係（直通） （０３）３５９５－２９７４

「平成22年度統計情報部歳出予算案の概要」

責任者：（課長）岩崎 修 担当者：（係長）須磨田 正弘

連絡先：企画課予算第一係（直通）（０３）３５９５－２６４３

「統計調査等業務・システム最適化の取組について」

責任者：（室長）柳澤 公彦 担当者：（室長補佐）小此木 裕二

連絡先：企画課統計企画調整室統計開発係（直通）（０３）３５９５－２６７８

「人口動態調査について」

責任者：（課長）小野 暁史 担当者：（課長補佐）網野 茂貴

連絡先：人口動態・保健統計課 （直通）（０３）３５９５－２８１２

「医師・歯科医師・薬剤師調査について」

責任者：（室長）依田 紀彦 担当者：（室長補佐）相原 陽二

連絡先：人口動態・保健統計課保健統計室保健医療統計係（直通）（０３）３５９５－２９５８



担当者一覧 Ｎｏ２

「病院報告のオンラインによる提出について」

責任者：（室長）依田 紀彦 担当者：（室長補佐）相原 陽二

連絡先：人口動態・保健統計課保健統計室健康政策統計第二係（直通）（０３）３５９５－２９５８

「社会福祉施設等調査、介護サービス施設・事業所調査について」

責任者：（課長）篠原 一正 担当者：（課長補佐）越路 幹男、三村 耕自

連絡先：社会統計課社会福祉統計第一係 （直通）（０３）３５９５－２９１９

〃 介護統計第一係 （直通）（０３）３５９５－３１０７

「21世紀成年者縦断調査について」

責任者：（室長）市川 隆之 担当者： （室長補佐）吉川 英樹

連絡先：社会統計課縦断調査室成年者調査係（直通）（０３）３５９５－２４１３

「中高年者縦断調査について」

責任者： （室長）市川 隆之 担当者： （室長補佐）吉川 英樹

連絡先：社会統計課縦断調査室中高年者調査係（直通）（０３） ３５９５－２４１３

「21世紀出生児縦断調査について」

責任者： （室長）市川 隆之 担当者：（室長補佐）松岡 芳弘

連絡先：社会統計課縦断調査室出生児調査係（直通）（０３） ３５９５－２４１３


	【統計】表紙・目次(説明版）
	【統計】本文（説明版）
	「国民生活基礎調査」について
	平成２２年度統計情報部歳出予算案の概要について
	政府統計の総合窓口（e-Stat）からの統計表データの提供
	政府統計共同利用システムを利用したオンライン調査について
	「人口動態調査」について
	「医師・歯科医師・薬剤師調査」について
	病院報告のオンラインによる提出について　
	「社会福祉施設等調査」について
	「介護サービス施設・事業所調査」について
	「社会福祉施設等調査」及び「介護サービス施設・事業所調査」について
	「２１世紀成年者縦断調査(国民の生活に関する継続調査） 」について
	「中高年者縦断調査（中高年者の生活に関する継続調査）」について
	「２１世紀出生児縦断調査」について
	担当者一覧　Ｎｏ１
	担当者一覧　Ｎｏ２


